
白 浜 町 下 水 道 事 業

特 別 会 計 予 算

令和６年度
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　（総　則）

　（業務の予定量）

　（収益的収入及び支出）

　（資本的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業費用のうち公営企

　業会計適用事業の財源に充てるため企業債300千円を借り入れる。

　（１）処理区域面積

　（２）年間総処理水量

　（３）１日平均処理水量

　（４）主要な建設改良費

　　（ア）管渠整備事業

834,500㎥

2,286㎥

令 和 ６ 年 度 白 浜 町 下 水 道 事 業 特 別 会 計 予 算

174.07㏊

第１条　令和６年度白浜町下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

36,818千円

　　第４項　他会計出資金

　　第５項　基金繰入金

　第１款　資本的支出

　　第１項　営業費用

　　第２項　営業外費用

　　第３項　予備費

　1,851千円及び当年度分損益勘定留保資金95,332千円で補てんするものとする。）。

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

　に対して不足する額97,183千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

54,730千円　　第１項　建設改良費

　　第２項　企業債償還金

収　　　入

58,103千円

14,800千円

525千円

支　　　出

155,286千円

15,333千円

525千円

26,920千円

　第１款　資本的収入

　　第１項　企業債

　　第２項　国庫補助金

　　第３項　県補助金

100,030千円

526千円　　第３項　基金積立金

収　　　入

支　　　出

348,015千円

130,511千円

217,504千円

　第１款　下水道事業収益

　　第１項　営業収益

　　第２項　営業外収益

　第１款　下水道事業費用 348,015千円

328,457千円

18,558千円

1,000千円
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　（企業債）

千円

　（一時借入金）

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　（他会計からの補助金）

限度額

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

白浜町長　井澗　誠　

令和６年２月　　日　提出　

33,913千円

　

第６条　一時借入金の限度額は、210,000千円と定める。

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）営業費用と営業外費用との相互の流用

　（１）職員給与費

第９条　下水道事業に助成するために一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

　120,887千円である。

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又

　はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

借入先の融通条件に従
うものとする。ただ
し、企業財政その他の
都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、
又は繰上償還もしくは
低利に借換えすること
ができる。

償還の方法

証書借入等の方
法により政府そ
の他より起債す
る。

計 15,100

起債の方法

5.0％以内（ただし、利
率見直し方式で借り入
れる政府資金、地方公
共団体金融機構資金に
ついて、利率の見直し
をおこなった後におい
ては、当該見直し後の
利率）

利　　率

公共下水道事業

公営企業会計
適用事業

起債の目的

14,800

300
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収益的収入及び支出

　　収　　入

単位：千円

1.

1.

1.

2.

2.

1.

2.

3.

4.

　　支　　出

1.

1.

1.

2.

3.

4.

5.

2.

1.

2.

3.

1.

下水道

事業収益 営業収益

営業外収益

下水道

事業費用 営業費用

営業外費用

予備費

予備費

下水道使用料

その他営業収益

受取利息及び配当金

他会計補助金

長期前受金戻入

雑収益

管渠費

処理場費

業務費

総係費

減価償却費

1,000

11

118,278

消費税及び
地方消費税

款 項

1,000

令和６年度白浜町下水道事業特別会計予算実施計画

款 項 目

支払利息及び
企業債取扱諸費

予　定　額 備　考

348,015

130,511

130,500

1

2,808

472

120,887

93,808

217,504

目 予　定　額 備　考

348,015

328,457

852

18,558

190,992

17,863

13,558

5,000
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資本的収入及び支出

　　収　　入

単位：千円

1.

1.

1.

2.

1.

3.

1.

4.

1.

5.

1.

　　支　　出

1.

1.

1.

2.

2.

1.

3.

1.

企業債償還金

基金積立金

資本的

収入 企業債

国庫補助金

県補助金

他会計出資金

基金繰入金

資本的

支出 建設改良費

項款

企業債償還金

100,030

100,030

17,912

36,818

事務費

管渠整備事業費

525

基金繰入金 525

他会計出資金

予　定　額 備　考

26,920

526

15,333

525

基金積立金 526

26,920

155,286

54,730

目

県補助金 525

備　考

58,103

14,800

企業債 14,800

15,333

国庫補助金

款 項 目 予　定　額
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1.

2.

1.

2.

3.

4.

1.

2.

3.

4.

業 務 費 852 759 93 

管 渠 費 472 217 255 

処 理 場 費 118,278 114,181 4,097 

総 係 費 17,863 18,951 △ 1,088 

　（款） 下水道事業費用 （項） 営業費用

長 期 前 受 金 戻 入 93,808 93,738 70 

計 217,504 221,963 △ 4,459 

雑 収 益 2,808 2,527 281 

他 会 計 補 助 金 120,887 125,693 △ 4,806 

受取利息及び配当金 1 5 △ 4 

令　和　６　年　度　白　浜　町　下　水　道　事　業

前　年　度 比　　較

　（款） 下水道事業収益 （項） 営業外収益

　（款） 下水道事業収益 （項）

130,500

営業収益

計 130,511 127,196 3,315

そ の 他 営 業 収 益 11 36

下 水 道 使 用 料

目 本　年　度

△ 25 

127,160 3,340

－60－



1.

1.

1.

1.

1.

2.

3.

4.

1.

2.

3.

1.

2.

3.

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

1.

2.

1.

2.

電話料

手 数 料 2,132 産業廃棄物処理手数料等

8,758 職員給料

手 当 3,727 扶養手当 258

通勤手当 72

凝集剤等

580 納付書郵送料等

手 数 料 272 口座振替手数料等

通 信 運 搬 費

2,796

11,297

76,566

3

5,942

1

5

7下 水 道 占 有 料

土 地 貸 付 収 入

1,000 作業用消耗品その他

修 繕 料 250 管渠修繕料

燃 料 費 200 車両燃料費

保 険 料 820 建物火災保険料等

修 繕 料 8,050 施設修繕料

動 力 費 21,600 処理場等電気料

薬 品 費 3,000

材 料 費 200

保 険 料 22

給 料

320

諸材料費

管渠災害保険料

備 消 耗 品 費

委 託 料 80,387 処理場管理委託料等

賃 借 料 19 放送受信料

光 熱 水 費 750 水道料

通 信 運 搬 費

受贈財産評価額長期前受金戻入

補助交付金長期前受金戻入

国庫補助金長期前受金戻入

県 補 助 金 長 期 前 受 金 戻 入

不 用 品 売 却 収 益

他 会 計 補 助 金 120,887

基 金 利 息

特　別　会　計　予　算　基　礎　資　料

区　　　分

11

金　　額
説 明

節

単位：千円

手 数 料

130,500下 水 使 用 料
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5.

1.

2.

1.

0 5,000

3,857

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

0

　（款） 下水道事業費用 （項） 予備費

　（款） 下水道事業費用 （項） 営業費用

企 業 債 取 扱 諸 費

消費税及び地方消費税 5,000

計 18,558 22,100 △ 3,542 

支 払 利 息 及 び 13,558 17,100 △ 3,542 

0 

計 1,000 1,000

予 備 費 1,000 1,000

計 328,457 324,600

（項） 営業外費用

減 価 償 却 費 190,992 190,492 500 

　（款） 下水道事業費用
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3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

13.

14.

15.

1.

1.

2.

1.

1.

200 納付書及び督促状用紙印刷代

車両修繕料

日本下水道協会負担金等

614市町村総合事務組合負担金

工具器具備品減価償却費 74

13,358企 業 債 利 息

一 時 借 入 金 利 息 200

機械及び装置減価償却費

22,069

補 助 金

88

50

建物減価償却費 10,966

節
説 明

区　　　分 金　　額

賃 借 料 42 有料道路通行料等

賞 与 引 当 金 繰 入 額 1,240 賞与引当金繰入

備 消 耗 品 費 300 事務用消耗品及び図書・器具費

印 刷 製 本 費

1,000予 備 費

単位：千円

職員出張旅費

法 定 福 利 費 2,488 職員共済組合負担金

住宅手当 24

法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額 245

消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 5,000

コピー機保守点検手数料等

旅 費 20

期末手当 1,317

257

保 険 料

車両運搬具減価償却費

法定福利費引当金繰入

構築物減価償却費 157,626

車両保険料

排水設備改造資金利子補給金

有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 費 190,992

勤勉手当 1,102

超過勤務手当 300

修 繕 料 100

負 担 金 170

児童手当 40

委 託 料 329 会計システム保守委託料

手 数 料 106
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1.

1.

1.

1.

1.

1.

計 525 35 490 

基 金 繰 入 金 525 35 490 

国 庫 補 助 金 15,333 107,448 △ 92,115 

△ 78,800 

　（款） 資本的支出 （項） 建設改良費

（項） 県補助金

計 15,333 107,448

計 26,920 59,202 △ 32,282 

（項） 国庫補助金

14,800

計 14,800 93,600

県 補 助 金 525 35 490 

　（款） 資本的収入

△ 92,115 

　（款） 資本的収入

93,600 △ 78,800 

事 務 費 17,912 10,038 7,874 

　（款） 資本的収入 （項） 他会計出資金

計 525 35 490 

他 会 計 出 資 金 26,920 59,202 △ 32,282 

　（款） 資本的収入 （項） 基金繰入金

　（款） 資本的収入 （項） 企業債

目 本　年　度 前　年　度 比　　較

企 業 債
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1.

1.

1.

1.

1.

1.

2.

3.

4.

5.

市町村総合事務組合負担金 615

超過勤務手当 150

住宅手当 336

児童手当 220

職員給料

扶養手当 378

通勤手当 150

期末手当 1,223

勤勉手当 1,235

手 当 4,547

給 料 8,783

管理職手当 240

職員共済組合負担金

公務災害保険料

2,652

50

職員出張旅費

備 消 耗 品 費 100 事務用消耗品及び図書・器具費

基 金 繰 入 金 525

法 定 福 利 費 2,702

旅 費 10

企 業 債

金　　額

県 補 助 金 525

国 庫 補 助 金 15,333

単位：千円

節

区　　　分
説 明

他 会 計 出 資 金 26,920

14,800
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2.

1.

1.

計 526 41 485 

企 業 債 償 還 金 100,030 142,805 △ 42,775 

計 100,030 142,805 △ 42,775 

基 金 積 立 金 526 41 485 

　（款） 資本的支出 （項） 基金積立金

36,818 25,096 11,722 

　（款） 資本的支出 （項） 企業債償還金

　（款） 資本的支出 （項） 建設改良費

計 54,730 35,134 19,596 

管 渠 整 備 事 業 費

目 本　年　度 前　年　度 比　　較
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6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

1.

2.

3.

1.

1.

100,030企 業 債 償 還 金

接続促進補助金

管路調査委託料他

管渠築造工事費他

委 託 料 1,075

工 事 請 負 費 34,743

補 助 金 1,000

基 金 積 立 金 526 公共下水道基金積立金

法定福利費引当金繰入

積算システム負担金

保 険 料

248

賞 与 引 当 金 繰 入 額 賞与引当金繰入

賃 借 料

128

有料道路通行料等

修 繕 料

26

車両修繕料

負 担 金

1,225

車両保険料

燃 料 費 50 車両燃料費

節
説 明

区　　　分 金　　額

単位：千円

法 定 福 利 費 引 当 金 繰 入 額

13

80
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　ア　会計年度任用職員以外の職員

27,7354,764 

4,163 1,146 5,309 6,178 

17,541 10,739 28,280 33,913

給 与 費 法 定
合 計

報 酬 給 料 手 当 計 福 利 費

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）（千円）

給 与 費

給　与　費　明　細　書

期末手当

法 定
福 利 費

（千円）

5,633 

4,764 

869 

0 150 0 

27,735 

171 

240 

3,803 

22,971 

51 36 0 

通勤手当 住宅手当
手 当 手 当

450 

240 

9,593 

1,146 

13,378 

4,163 

（人）

特別職 一般職

（人）

一般職

（人）

勤勉手当

前 年 度

比 較

扶養手当

比 較 △ 88 

618 

職 員 数

前年度 3,588 

本 年 度

区 分 特別職

3

1

4

手　当
の内訳

区 分

区 分

職 員 数

（人）

計

（千円）

手 当

（千円）

給 料

（千円）

報 酬

（千円）

17,541 28,280 

特殊勤務

222 360 0 

324 

合 計

超過勤務 管 理 職

単位：千円

5,309 

手　当
の内訳

本年度

前年度

比 較

6,178 

（千円）

33,913 

手 当

39 

3,842 

300 

636 

10,739 

292 240 

本年度

18 

区 分

3,500 1,229 260 

937 20 

市町村総
合事務組
合負担金

児童手当

本 年 度
4 5,633 

比 較

3
前 年 度

13,378 9,593 22,971

869 1

（１）総　括
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　イ　会計年度任用職員

合事務組
合負担金

市町村総

（千円）（千円）

合事務組
合負担金

給 与 費 法 定
合 計

報 酬 給 料 手 当 計 福 利 費

期末手当

3,842 

3,803 

39 

超過勤務 管 理 職
手 当 手 当 手 当

150 0 

300 

比 較

手　当
の内訳

区 分

本年度 636 222 360 450 240 

単位：千円

手　当
の内訳

区 分 扶養手当 通勤手当 住宅手当
特殊勤務

240 

比 較 18 171 324 

本年度 3,500 1,229 260 

前年度 618 51 36 

市町村総
児童手当

比 較 △ 88 292 240 

（人）

前年度 3,588 937 20 

職員数

本 年 度

（千円） （千円） （千円） （千円）

前 年 度

区 分 一般職

単位：千円

通勤手当

手　当
の内訳

区 分
超過勤務
手 当

期末手当 勤勉手当

勤勉手当

比 較

前年度

本年度
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（２）給料及び手当の増減額の明細

（３）給料及び手当の状況

ア　職員1人当たり給与

イ　初任給

増減分

その他の 4,082 

区　分 増減額

令和5年4月1日現在 平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

令和6年4月1日見込

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

平均年齢（歳）

区　　　　　　　分

4,163 給　料

196,200 

区　　分
高校卒（円）

1,146 

大学卒（円）

手　当

備　　　考

0.29%

令和5年4月1日

給与改定に伴う

増減分

昇給に伴う

増加分

給与改定率

給与改定実施時期

平均昇給率

増減事由別内訳

52 

29 

説　明

職員数の異動状況

0人 1人

本年度

前年度

比　較

4人

3人

1人

（現に在職する職員数） 計その他

0人 4人

0人 3人

397,500 

51.0 

一般行政職
166,600 

期末手当 支給月額0.05引き上げ

増減分

その他の

制度改正に伴う

勤勉手当 支給月額0.05引き上げ

165 

981 

平均給料月額（円）

一般行政職

365,437 

395,525 

増減分

49.8 

371,266 

単位：千円

0.46%
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ウ　級別職員数

エ　昇給

オ　特殊勤務手当

一般行政職区　　　　　分

（Ｂ）

２号給 （人）

本

年

度

4 

４号給

（人）昇給に係る職員数

職 員 数

3 

（人）

６号給 （人）

号 給 数 別 内 訳

（％）比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ）

2 

75.0 

（人）

（Ａ）

－

－

区　　　　　分

支給対象職員の比率（％）
（令和６年４月１日現在）

支給対象職員１人当たり
平均支給月額（円）

一般行政職

給料総額に対する比率（％）

代表的な特殊勤務手当の名称

－

－

（級別の基準となる職務）

区　　分
一般行政職

区　分 一般行政職
級 職員数（人）構成比（％）

課 長

５級 1 25.0 ５級 副 課 長

令和6年4月1日見込

６級 ６級

４級 1 25.0 ４級

２級 ２級

計 4 100.0 

主 査

１級 １級 主 事 ・ 技 師

係 長

３級 2 50.0 ３級 主 任

１級

計 3 100.0 

令和5年4月1日現在

６級

５級 1 33.3 

４級 1 33.3 

３級 1 33.4 

２級

６号給 （人） 2 

比 率 （ Ｂ ） ／ （ Ａ ） （％） 66.7 

前

年

度

職 員 数 （Ａ） （人） 3 

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 2 

号 給 数 別 内 訳

２号給 （人）

４号給 （人）
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カ　期末手当・勤勉手当

キ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

ク　その他の手当

区 分

本 年 度

支給率計

区 分

有

有

有

備 考

2.200

2.250

2.250

2.200

2.250

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

4.500

4.400

4.500

１２月（月分）

支 給 期 別 支 給 率

2.250

国 の 制 度

６月（月分）

前 年 度

（月分）

（3％～45％加算）

備 考

特 例 措 置
（2％～20％加算）

そ の 他 の
加算措置等

定年前早期退職
支給率等

国の制度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.70900

24.586875 33.27075

47.70900

20年勤続の者

（月分）

25年勤続の者35年勤続の者最 高 限 度

（月分） （月分） （月分）

通勤距離により
2,000円～21,600円の範囲

差 異 の 内 容国 の 制 度 と の 異 同

月額1,000円（新築・購入した場合は、
取得後５年に限り1,500円を加算）

扶 養 手 当 同

住 宅 手 当

通 勤 手 当

同（但し自ら所有に係る住宅は異）

同（但し交通用具利用者は異）

区 分

47.70900 47.70900
定年前早期退職
特 例 措 置
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排水設備改造資
金利子補給金

千円 千円

2,000

融資取扱金融機
関が白浜町水洗
便所改造資金利
子補給補助金交
付要綱に基づい
て行った融資の
損失補償

千円 千円 千円

33,900

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事 項 限度額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支払
義 務 発 生 予 定 額

左 の 財 源 内 訳

期 間 金 額 期 間 金 額
国 県
支出金

企業債 その他

令和６年度から
令和10年度まで

令和６年度から
償還が終わるま
で

千円

千円 千円 千円

2,000

千円 千円 千円

2,000
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

固定資産除却費

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー　①

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金による収入

基金取崩による収入

基金への積立による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー　②

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー　③

４　資金に係る換算差額

５　資金増加額（又は減少額）　①＋②＋③

６　資金期首残高

７　資金期末残高

令和５年度白浜町下水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書（前年度分）

（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

△ 48,574,543

0

1,245,451

111,294,790

△ 16,716,217

94,579,016

△ 72,649,717

27,891,138

△ 93,783,595

16,716,217

2,068,359

△ 9,258,202

円

3,558,350

11,755,080

△ 196,693

△ 44,759,022

28,200,000

△ 142,804,543

66,030,000

190,491,104

1,219,000

240,000

10,509,629

44,000

443

196,250

△ 443
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益

減価償却費

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

前受金・預り金の増減

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー　①

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

国庫補助金による収入

基金取崩による収入

基金への積立による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー　②

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

他会計からの出資による収入

財務活動によるキャッシュ・フロー　③

４　資金に係る換算差額

５　資金増加額（又は減少額）　①＋②＋③

６　資金期首残高

７　資金期末残高

令和６年度白浜町下水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書（当年度分）

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

円

4,036,814

190,992,000

△ 24,000

13,000

△ 93,808,000

13,558,000

738,312

△ 1,000

11,755,080

18,969,472

14,416,364

525,000

△ 526,000

△ 37,021,814

15,100,000

△ 100,030,000

270,080

26,920,000

△ 58,010,000

0

7,214,392

28,000

115,803,206

1,000

△ 13,558,000

102,246,206

△ 51,437,178
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当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

3,558,350

3,558,350

（１） そ の 他 特 別 損 失 5,923,000 5,923,000 △ 5,313,270

当 年 度 純 利 益

経 常 利 益 8,871,620

６ 特 別 損 失

（１） 支 払 利 息 16,716,217 16,716,217 205,333,363

（４） 雑 収 益 3,265,542 222,049,580

４ 営 業 外 費 用

（２） 他 会 計 補 助 金 125,000,000

（３） 93,783,595長 期 前 受 金 戻 入

３ 営 業 外 収 益

資 産 減 耗 費

（７） そ の 他 営 業 費 用 1,000,000 315,393,289

（１） 受 取 利 息 及 び 配 当 金 443

（６）

減 価 償 却 費

44,000

営 業 損 失 196,461,743

令和５年度白浜町下水道事業特別会計予定損益計算書（前年度分）

１

118,904,546

円

（２） 処 理 場 費 104,257,251

営 業 収 益

２ 営 業 費 用

（１） 管 渠 費 222,060

（１）

（２）

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益 27,000

５ 特 別 利 益
（１） 過 年 度 損 益 修 正 益 609,730 609,730

円 円

118,931,546

（３） 690,000

（４）

業 務 費

18,688,874

（５）

総 係 費

190,491,104
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イ 866,816,946

令和５年度白浜町下水道事業特別会計予定貸借対照表（前年度分）

（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）

円 円 円

１

ホ

ニ

ハ

△ 16,687 1,443,847

ト 建 設 仮 勘 定 255,808,345

２ 流 動 資 産

投資その他の資産合計 615,777

有 形 固 定 資 産 合 計

（２）投 資 そ の 他 の 資 産

固 定 資 産 合 計 6,210,700,204

イ

△ 10,965,827 301,498,513

4,691,751,711

資　　産　　の　　部

土 地

ロ 建 物 312,464,340

円

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産（１）

減 価 償 却 累 計 額

△ 22,068,710 249,070,225

車 両 運 搬 具 1,134,720

構 築 物

△ 157,182,887 4,534,568,824

機 械 及 び 装 置 271,138,935

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

615,777

△ 256,993 877,727

工具器具及び備品 1,460,534

6,210,084,427

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

ヘ

（１）現 金 預 金 11,755,080

（２）未 収 金 8,223,417

6,230,678,701

基 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

19,978,497
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固 定 負 債３

負　　債　　の　　部

円 円 円 円

（１）企 業 債

1,044,038,886

固 定 負 債 合 計

４ 流 動 負 債

（１）企 業 債

1,044,038,886

100,029,117

流 動 負 債 合 計

５ 繰 延 収 益

（１）長 期 前 受 金

（２）引 当 金

（３）未 払 金

2,969,000

8,044,160

111,042,277

2,500,410,278繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額
（２）

△ 93,739,595

2,594,149,873

長 期 前 受 金

円

６ 資 本 金

負 債 合 計 3,655,491,441

資　　本　　の　　部

資 本 金 合 計 2,136,911,964

７ 剰 余 金

（１）固 有 資 本 金 2,070,881,964

（２）出 資 金 66,030,000

（２）利 益 剰 余 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

2,575,187,260

6,230,678,701

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
イ

438,275,296

3,558,350

3,558,350

当 年 度 未 処 分

（１）資 本 剰 余 金 434,716,946

円 円 円

－78－



固定資産の減価償却方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

注　　記　　表（前年度分）

重要な会計方針

Ⅱ． 予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　重要な非資金取引

　　該当事項なし

構築物

建物

　当年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

・減価償却の方法　　定額法による。

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

貸倒引当金

法定福利費引当金

賞与引当金

退職給付引当金

消費税及び地方消費税の会計処理

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づ
き、当事業年度の負担に属する額を計上している。

（３）

賞与引当金に係る法定福利費を、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業
年度の負担に属する額を計上している。

（４）

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して
いる。

３

（１）

本町は、和歌山県市町村総合事務組合に加入しており、下水道事業会計は、当該組合
に一般負担金を拠出しているが、一般会計との間で「退職手当給付金に関する覚書」
に基づき、追加的な費用負担である当該組合への調整負担金は、全額一般会計におい
て措置することとなっているため、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上
せず、一般負担金拠出時に費用負担処理を行っている。

（２）

引当金の計算方法２

車両運搬具 ４～　６年

Ⅰ．

１

（１）

３～１５年

５０年

４０年

１５年

工具、器具及び備品

機械及び装置

・主な耐用年数
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該当事項なし

Ⅳ． その他の注記

　該当事項なし

該当事項なし

（２）法定福利費引当金の取崩し

該当事項なし

（３）貸倒引当金の取崩し

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は
1,144,068,003円である。

２ 引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

Ⅲ． 予定貸借対照表等関連
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１ 固 定 資 産

（１）有 形 固 定 資 産

令和６年度白浜町下水道事業特別会計予定貸借対照表（当年度分）

（令和６年４月１日～令和７年３月３１日）

資　　産　　の　　部

円 円 円 円

ロ 建 物 549,963,302

イ 土 地 866,816,946

△ 21,931,654 528,031,648

ハ 構 築 物 4,761,498,272

減 価 償 却 累 計 額

ニ 機 械 及 び 装 置 271,138,935

△ 314,809,824 4,446,688,448減 価 償 却 累 計 額

△ 44,137,420 227,001,515

ホ 車 両 運 搬 具 1,134,720

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 工具器具及び備品 1,460,534

△ 513,986 620,734減 価 償 却 累 計 額

△ 90,220 1,370,314減 価 償 却 累 計 額

（２）投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計 6,070,529,605

616,777

固 定 資 産 合 計 6,071,146,382

イ 基 金 616,777

２ 流 動 資 産

（１）現 金 預 金

投資その他の資産合計

18,969,472

（２）未 収 金 7,485,105

流 動 資 産 合 計 26,454,577

資 産 合 計 6,097,600,959
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（１）企 業 債 970,309,374

負　　債　　の　　部

円 円 円 円

３ 固 定 負 債

固 定 負 債 合 計 970,309,374

４ 流 動 負 債

（１）企 業 債 88,828,629

（３）未 払 金 8,314,240

（２）引 当 金 2,958,000

（４）預 り 金 28,000

（１）長 期 前 受 金 2,608,566,237

流 動 負 債 合 計 100,128,869

５ 繰 延 収 益

繰 延 収 益 合 計 2,421,018,642

（２）
長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額 △ 187,547,595

円 円 円 円

６ 資 本 金

負 債 合 計 3,491,456,885

資　　本　　の　　部

（２）出 資 金 92,950,000

資 本 金 合 計

（１）固 有 資 本 金 2,070,881,964

2,163,831,964

７ 剰 余 金

（１）資 本 剰 余 金 434,716,946

（２）利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計 7,595,164

剰 余 金 合 計

イ
当 年 度 未 処 分

利 益 剰 余 金 7,595,164

負 債 資 本 合 計 6,097,600,959

442,312,110

資 本 合 計 2,606,144,074
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固定資産の減価償却方法

有形固定資産（リース資産を除く。）

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ． 予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　重要な非資金取引

　　該当事項なし

賞与引当金に係る法定福利費を、当事業年度末における支給見込額に基づき、当事業
年度の負担に属する額を計上している。

（４）貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上して
いる。

３ 消費税及び地方消費税の会計処理

本町は、和歌山県市町村総合事務組合に加入しており、下水道事業会計は、当該組合
に一般負担金を拠出しているが、一般会計との間で「退職手当給付金に関する覚書」
に基づき、追加的な費用負担である当該組合への調整負担金は、全額一般会計におい
て措置することとなっているため、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上
せず、一般負担金拠出時に費用負担処理を行っている。

（２）賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づ
き、当事業年度の負担に属する額を計上している。

（３）法定福利費引当金

工具、器具及び備品 ３～１５年

２ 引当金の計算方法

（１）退職給付引当金

車両運搬具 ４～　６年

・主な耐用年数

注　　記　　表（当年度分）

Ⅰ． 重要な会計方針

　該当事項なし

１

（１）

・減価償却の方法　　定額法による。

建物 ５０年

構築物 ４０年

機械及び装置 １５年
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該当事項なし

Ⅳ． その他の注記

　該当事項なし

令和６年６月に、令和５年12月分から令和６年３月分までの賞与を支給することにな
るため、賞与引当金を取り崩す。

令和６年６月に、令和５年12月分から令和６年３月分までの法定福利費を支給するこ
とになるため、法定福利費引当金を取り崩す。

（２）法定福利費引当金の取崩し

（３）貸倒引当金の取崩し

（１）賞与引当金の取崩し

Ⅲ． 予定貸借対照表等関連

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に
償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は
1,059,138,003円である。

２ 引当金の取崩し

－84－


